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皆さま明けましておめでとう

ございます。

昨年１０月に第一審判決が出ま

した。賠償額の基準の増額を獲

得出来、一歩前進はしましたが、

原告らの悲願である米軍機と自

衛隊機の夜間飛行の差し止めは獲

得出来ませんでした。また、将来請求や環境基準を

超える騒音地域であるW７０の地域に居住する原告

の賠償請求が認められなかった点でも不満の残る判

決でした。

そのため、原告団及び弁護団は、一審判決の原告

ら敗訴部分の取り消しを求めて東京高等裁判所に控

訴しました。今後は東京高等裁判所に審理は移りま

す。弁護団は昨年１２月控訴理由書を作成し、裁判

所に提出しました。

原告の多くは、これまでも横田基地の騒音被害を

なくすため、国に対し、米軍機の夜間飛行の差し止

めと損害賠償を求めて裁判を起こし、最高裁判所で

既に２回も、米軍機の騒音は違法であるとして賠償

請求が認められ確定しています。しかし、それでも

違法な米軍機の騒音は止まらないのが現実です。

本来裁判所で違法行為が確定すれば違法行為を中

止させるのが裁判所の役割です。ところが、裁判所

は、日本政府に米軍の違法行為を中止させる権限が

ないとして飛行差し止め請求を認めようとしないの

です。これでは日本は主権国家とは言えません。安

保条約や地位協定を根拠に米軍機の飛行差し止め請

求を認めようとしない司法の対応を改めさせる必要

があります。私たちの闘いは全国の基地周辺住民と

連帯しています。横田基地、嘉手納基地、普天間基

地、厚木基地、小松基地、岩国基地周辺の原告の数

は既に約4万人に達しています。これに今年は宮崎

県の新田原基地周辺住民が提訴し戦列に加わります。

違法な騒音を無くし、飛行の差し止めを実現するた

めには、全国の基地周辺住民との連帯の闘いを大き

くすることが必要です。２０１３年３月に提訴して

からもうすぐ５年になります。原告の皆様には、裁

判が長く感じられることと思いますが、東京高等裁

判所で私たちの要求が認められるまであと少しです

ので、最後まで勝利を信じて頑張っていただきたい

と思います。

弁護団団長 弁護士 関島 保雄

辺野古の正月

（普天間原告団写真提供）
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昨年１０月１１日の地裁

支部判決に対して、原告団

役員と弁護団との協議を経

て控訴をしました。判決当

日には「賠償勝訴」の旗を

出したにもかかわらず、控

訴という判断に至ったのに

はいくつかの理由があります。

最大の理由は、団らん時間から朝目覚めるま

で、夜７時から朝７時までの飛行制限が認めら

れなかったことにあります。賠償を得たところ

で、元凶である騒音発生源を放置するのでは、

騒音公害問題は永遠に改善しないからです。

もう一つの問題は、一審判決で認められた賠

償は昨年３月１日の結審日までで、その後の賠

償は判決では認められなかったことです。本来

これまで数十年にわたる騒音公害について国が

積極的に補償制度を設けるべきですが、判決で

も、騒音公害が解消するまで将来にわたって賠

償が認められる必要があります。

さらに、一審判決は、国が線引きしたうるさ

さ指数７５Ｗの騒音コンターを境に賠償の必要

の有無を決めていますが、これは在日米軍再編

に向けた協議が進められていた平成１５年当時

の騒音調査に基づいて縮小された線引きで、そ

の後、横田基地は輸送中継基地から訓練基地へ

と重点が移りつつある現状を反映していません。

近年増加している訓練飛行による騒音も反映さ

れていません。

控訴審では、航空機騒音の特徴や騒音による

健康被害などについてさらに立証を積み重ね、

安全保障を口実に騒音公害被害者の救済をなお

ざりにする国の責任を追及していきましょう。

弁護団事務局長 弁護士 加納 力

新年明けましておめで

とうございます。

皆さまには、お健やか

に初春をお迎えのことと

存じます。

第２次新横田基地公害

訴訟にとって昨年は地裁（一審）での結審、判

決の年であり、本年は高裁（控訴審）での闘い

が始まる年であります。一審では、損害賠償額

で前進が見られたものの、「飛行差し止め」を

始めとする３本柱の基本要求は認められず、不

本意な結果に終わりました。

安倍政権は、トランプ大統領の北朝鮮政策を

全面支持し、日米同盟・核の傘のもと軍事抑止

力により国家、国民を守るとの方針で憲法９条

の改憲をめざし、国民の人権、生活は二の次と

しか考えていません。

一審判決では、公共性、公益性について「一

部の少数者に犠牲が強いられるという不公平を、

公共性をもっては直ちに正当化できない」と判

示しています。司法が国民の人権、生活を守る

砦としての役割を機能させるためには、私たち

は訴えの原点に立ち返り「被害の実態」を余す

ところなく裁判官に伝えきることが不可欠です。

新年にあたり、このことを全原告一丸となって

確認し高裁での闘いを成功させようではありま

せんか。

原告団団長 大野 芳一
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弁護士 小林 善亮

一審判決は、７５Ｗ以上の地域の原告につい

ては睡眠妨害やテレビ・電話の聴取妨害などの

被害を被っていることを認めましたが、７０Ｗ

原告については、これと同程度の被害を受けて

いるとはいえないとして認めませんでした。ま

た、健康被害については、健康被害自体が発生

していることは認めませんでしたが、健康被害

を発症するのではないかという不安感を心理的・

情緒的被害の一環という限度で認めました。

一審判決の認定は、基本的にこれまでの判決

の認定に沿ったものでした。しかし、この間の

研究では、騒音被害はいくつもの被害が重なり

合い、相互に影響し合いより深刻化している実

態が明らかにされました。例えば、騒音で生じ

るイライラ感は、精神的被害であることは当然

であるが、ストレス要因として身体に影響が生

じるという意味では健康被害にもあたります。

一審判決はこのような被害の複合的性質や相互

に影響していることを無視して、各被害を切り

離して評価をしてしまった。そのため被害の深

刻さを十分に評価しなかったという根本的な誤

りがあります。控訴理由書では、もう一度騒音

被害とはどういうものかを説き起こし、この判

決の誤りを指摘しました。

（３）

控訴理由書では、日によっては１日１００回

を優に超える飛行があること、団らん時間の飛

行回数が年間２０００回前後に及ぶこと、環境

基準が遵守されなかった日数が毎年３００日を

超えることなど、深刻な航空機騒音の実態を改

めて主張しています。

また、騒音実態が告示コンターが示すものよ

り広がっており、かつ深刻であることを東京都

が実施した騒音調査や米空軍のレビューなどか

ら明らかにし、救済の範囲を７０Ｗ地域の原告

に広げるべきであることを改めて主張していま

す。

さらに、オスプレイの事故率が飛行時間数が

増えるに従って高まり海兵隊機全体の事故率を

上回る状態となっているなど、オスプレイによ

る墜落事故の危険性が極めて高いことを客観的

な数値から明らかにしています。

弁護士 山口 真美

弁護士 村頭 秀人

一審判決は、低周波音による侵害行為があっ

たという原告側の主張を退けました。

控訴理由書では、渡嘉敷琉球大学准教授によ

る測定報告書と飛行機の飛行記録が整合してい

ないという一審判決の判断に焦点を絞り、両者

は整合していないどころか、むしろよく整合し

ているという反論を、対照表をつけて具体的か

つ詳細に述べました。

一審判決が指摘した、測定報告書のその他の

問題点に関しては、控訴審において新たな低周

波音の測定記録や文献等を提出して主張してい

きます。

１日１００回を超える飛行。毎年３００日
環境基準守らず。深刻な航空機騒音の実態
を改めて主張

控訴理由書で主張したこと

低周波音被害 新たな測定記録･文献提出を予告

騒音被害は、より深刻化している！
一審判決の誤りを指摘
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２０１３年２月、原告
団結成総会を開催し、い
よいよ第２次新横田基地
公害訴訟の活動が本格的
に始まりました。同年３
月２６日の提訴以来、１
８回の口頭弁論と２回の
現地検証を経て２０１７
年１０月１１日東京高裁
立川支部で一審判決が下
されました。

2016/1/29 検証の状況について
弁護団から説明を受ける原告団（スー
パーオリンピック瑞穂店屋上）

2016/1/29 横田基地に着陸したＣ－５ギャ
ラクシー このとき裁判官は屋上で検証中
だった（拝島第二小学校）

2016/10/14 検証の状況について
弁護団から説明を受ける原告団。
左前方の小高い丘で裁判官が検証
中（八王子市･久保山公園）

2016/9/18 昭島で開催された全国基地爆音訴訟
原告団連絡会議第４回総会。

2015/3/3 全国基地爆音訴訟連絡会議として騒音被

2016/3/24 普天間爆音訴訟結審に駆け付けた。
横田弁護団の河津弁護士は応援陳述も行った。

2016/3/25 普天間訴訟結審日の翌日は辺野古
新基地建設反対支援。行き交う米軍兵士に身体
を張って抗議する沖縄の人々の熱い姿。

普天間～嘉手納～小松～厚木～岩国～横田と連帯
し、提訴･判決時などに支援に出向いた。この５年
間で、小松、沖縄、横田で連帯を深める総会が開催
された。
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昨年（2017年）は第４２回目となる公害被害者総
行動デーと決起集会が行われ、防衛、外務、環境、
国交の４省に出向き要請を行った。政府が重い腰を
上げ、真摯に私たちの声に耳を傾ける時が来るまで、
粘り強く要請が続く事になる。

2013/10/27 オスプレイ飛行実態と
被害 報告集会 (昭島昭和会館）

2014/7/7 台風避難を口実にオス
プレイ飛来情報で緊急抗議に出向
いたが、第2ゲートは突然閉鎖。
前方を福生警察に阻まれた。

2014/9/7 横田基地友好祭
多くの市民がオスプレイ見物。

2015/9/21 琉球大学渡嘉敷先生による低周波音学習
会(昭島市環境コミュニケーションセンター）

2015/11/21 福生南公園でのオスプレイ反
対集会には全都から5000人が集った。

2014/7/19 「オスプレイ来るな！」
抗議集会(福生市福東トモダチ公園）

2015/11/21
オスプレイ反対集会、
連帯挨拶する清水事
務局長

2014/7/19 オスプレイ初飛来で基地
周辺は騒然とした。

米空軍司令官の「横田基地へＣＶ２２オスプレイ配
備」発言（２０１３/７/２９）で始まったオスプレ
イ飛来･配備反対運動は、横田基地問題で活動する
団体･市民が結束し、全都に運動が拡がりつつある。

2014/6/3 公害被害者総行動デーの
防衛省と交渉2017/6/7 公害被害者総行動デーの

防衛省・外務省合同交渉
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一審判決の認めた慰謝料は大幅に増額される

べきであることを主張しました。

その理由として、被害が重大かつ深刻である

こと、社会において静かな環境の実現をめざす

動きが顕著であること、一審判決も述べている

ように、騒音被害の救済の努力を国が怠ってお

り国に対する制裁及び不法行為の抑止の必要性

が高いこと、人格の価値に対する社会の意識が

高まっていること等を指摘しました。さらに、

近事の米軍基地訴訟において、沖縄県の訴訟の

ほうが他の地域の訴訟よりも高額の慰謝料が認

められていることについて、そのような相違を

設ける根拠はなく、むしろ物価水準の違いから

見て東京都のほうが沖縄県よりも慰謝料の水準

は高くてもおかしくないことを述べました。

弁護士 村頭 秀人

弁護士 杉野 公彦

一審判決では、我々の将来の損害賠償請求は、

ほとんど審理されることはなく、将来の損害賠

償請求を棄却した過去の最高裁判決をそのまま

なぞる形で棄却されました。

控訴理由書においては、一審裁判所が個人の

権利を救済するという司法の責任を放棄してい

ることを糾弾すると共に、将来の損害賠償請求

を棄却した過去の最高裁判例が、既に判例その

ものからも、学者からも非難を受けており、ま

た、言渡し後４０年近くが経過しており、現在

の状況に合致していないことを改めて主張しま

した。そして将来の損害賠償請求はこれまで控

訴審において認められてきたこと、権利救済の

ため、控訴審においては誠実に審理すべきこと

を主張しております。

一審の裁判所は、米軍機の夜間早朝の飛行差

止請求を棄却しました。その理由は、「横田飛

行場における管理運営の権限は、すべてアメリ

カ合衆国に委ねられており、国は、横田飛行場

における米軍機の運航等を規制し、制限するこ

とのできる立場にはないと評価せざるを得ない」

として、横田基地に関する１９９３（平成５）

年の最高裁判決と同じく、いわゆる第三者行為

論によるものでした。

しかし、日米地位協定３条３項は「合衆国軍

隊が使用している施設及び区域における作業は、

公共の安全に妥当な考慮を払って行わなければ

らならない」と規定しており、１６条も日本法

令の尊重義務を定めています。横田基地の管理

運営の権限がすべてアメリカ合衆国に委ねられ

ているとした第一審判決は、日米地位協定を誤っ

て解釈しています。また、米軍機の差止請求の

根拠となるはずの日米合同委員会合意について、

米軍に対して努力を求めたものにすぎないとし

て単なる努力規定と解釈したことも第一審判決

は誤っています。

裁判所がとっている第三者行為論について考

えれば考えるほど、「日本には主権があるのか？」、

「日本は独立国家なのか？」という疑問が沸い

てきます。

弁護士 中村 晋輔裁判所は日米地位協定の解釈を誤っている

控訴理由書で主張したこと

賠償額はもっと増額されるべき

将来の損害賠償請求の誠実な審理をもとめます
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弁護士 佐藤 宙

原判決は、住宅防音工事をしている世帯につ

いて、その損害額を一律１０％減額すると判断

しました。しかし、この判断は、住宅防音工事

の騒音軽減の効果や被害軽減の実感とかけ離れ

るものであり、不当です。

まず、原判決は、住宅防音工事の防音効果に

ついて、建物自体の持つ遮音効果（外部からの

音を遮る効果）をも併せて評価してしまってい

ます。住宅防音工事をしていなくても、建物自

体は一定の遮音効果を持ちます。したがって、

純粋な住宅防音工事の効果を評価するためには、

当然建物自体の遮音効果を差し引いて考えなけ

ればなりません。しかし、原判決はこの点を一

切無視した結果、住宅防音工事の効果を過大評

価してしまっており、この点は明らかに不当で

す。

また、住宅防音工事には、窓を閉め切った生

活を強いられるなど、その効果が生じる条件が

とても限定されている上、使用に伴い大きな弊

害が伴います。このように、効果も乏しく、弊

害も大きい住宅防音工事によっては、騒音被害

の実質的な軽減はありません。にもかかわらず、

原判決は、住宅防音工事を１０％もの減額要素

としてしまったのです。実質的な被害軽減のな

い住宅防音工事を減額事由とする原判決の不当

性は明らかです。

なお、国側は、住宅防音工事を理由にもっと

大きな減額を認めろと強く主張しており、控訴

審でもこの点を主戦場の一つとしようとしてい

ます。原判決の誤りを正すとともに、このよう

な国側の主張をきっちり排斥することも、控訴

審での重要な課題になります。

弁護士 富田 隼

一審判決は、平成１７年告示コンター外の地

域に居住する原告（以下「７０Ｗ原告」といい

ます。）が訴えた被害の内容を軽視あるいは無

視して、同原告らの請求を棄却しました。しか

しながら、７０Ｗ原告の原告本人尋問や陳述書

の内容を見れば、同原告らも、告示コンター内

の原告と同様に、睡眠妨害、日常生活妨害、心

理的情緒的被害などの被害が共通して生じてい

ることは明らかですので、その点について、再

度、主張を行いました。

また、我が国では、４０年以上前の１９７３

（昭和４８）年に当時の科学的知見に基づき、

航空機騒音の環境基準を７０Ｗ以下とするよう

定めていますが、一審判決は、判決理由におい

て、上記の環境基準についてほとんど触れずに、

告示コンターで７５Ｗ未満の地域に居住する

７０Ｗ原告らについては、受忍限度を超える被

害の存在を認めませんでした。しかしながら、

環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保

全するために、本件で被告になっている国自身

が、設定した基準であり、その基準値（７０Ｗ）

を重視することなく、受忍限度の判断をするこ

とは、不当であり、これまでの基地騒音訴訟に

関する裁判例の傾向にも反しているとの主張を

行いました。

これ以外にも、７０Ｗ原告らの居住地域につ

いても、欧州夜間騒音ガイドライン値を超える

夜間の騒音が発生しており、この点からしても、

受忍限度を超える被害が発生しているとの主張

を行っております。

７０Ｗ原告も睡眠妨害･日常生活妨害･
心理的情緒的被害を被っている

防音工事 １０％減額は不当

控訴理由書で主張したこと

「判決内容と控訴理由書」学習会

を開催します。瑞穂以外の原告の

かたもご参加出来ます。

日時：２月４日(日）14:00～16:00

会場：箱根ヶ崎西会館(第１会議室）

瑞穂町箱根ヶ崎東松原16-3

ご 案 内



第４１号 第2次新横田基地公害訴訟原告団ニュース 201８年１月１９日（８）

新年明けましておめでとうございます。

騒音被害のない静かで安全な生活環境の実現を

目指し、日夜御活躍されている貴団に対しまして、

深く敬意を表します。

平成２５年に提訴された第２次新横田基地公害

訴訟におかれましては、昨年１０月の東京地方裁

判所立川支部における判決を受け、控訴されたと

のことであり、今後は東京高等裁判所で裁判が進

められると伺っております。

昭島市といたしましても、引き続き市民の皆様

の安全と生活環境を守る立場から、東京都や周辺

市町とも連携を密にして、騒音被害の解消に向け

関係機関に要請を行うなど、鋭意努力をしてまい

る所存であります。

年頭にあたり、貴団の所期の目的達成と団員の

皆様の御健勝を御祈念申し上げ、新年の挨拶とさ

せていただきます。

平成３０年１月

昭島市長 臼 井 伸 介

昭 島 市 日 野 市

瑞 穂 町

福 生 市

明けましておめでとうございます。

航空機騒音のない静かな生活環境の実現に、ご

尽力されている貴訴訟団に心から敬意を表します。

平成２５年に提訴されました、第２次新横田基

地公害訴訟も１０月に東京地方裁判所の判決が下

されましたが、今後も東京高等裁判所での裁判が

進められると伺っております。

貴団体の皆様のご努力が実りますよう、祈念申

し上げます。 瑞穂町は滑走路の延長上にあるため、

昭和２０年の米軍進駐以来、住民は飛行する航空

機の騒音や事故発生の危険性に日夜悩まされてい

るように、基地の存在は町の発展に大きな障害と

なっています。当町といたしましても、議会をは

じめ、東京都や基地周辺５市と連携し、航空機騒

音をはじめとした基地に起因する諸問題の解決に

向け、米軍や防衛省などの関係機関へ訴えていま

す。本年も引き続き関係機関に対して粘り強く働

きかけて参ります。

皆様のご健勝とご活躍をご祈念申し上げ、新年

の挨拶とさせていただきます。

平成３０年１月

瑞穂町長 杉 浦 裕 之

新しい年の門出に当たり、横田基地の航空機等

による騒音被害を軽減し、静かな生活環境の実現

に向けて活動されている第２次新横田基地公害訴

訟原告団の皆様に対し、心より敬意を表します。

本訴訟は、平成２５年３月２６日に東京地方裁判

所立川支部に提訴されてから１８回の口頭弁論を

経て、昨年１０月１１日に判決があったと聞いて

おりますが、今後の様々な活動を通じて、貴団の

目的が達成できますよう、祈念申し上げます。

福生市では、市民の生活環境の向上とともに安全

と安心を守る立場から、正月三が日や受験シーズ

ンの飛行停止、市内上空での低空飛行や夜間・早

朝の飛行自粛、ＣＶ－２２オスプレイの横田基地

配備計画やＭＶ－２２オスプレイの横田基地への

飛来に関する迅速かつ正確な情報提供等について、

国や米軍に対し、強く要請を行っております。

今後も、東京都や横田基地周辺市町と十分に連携

し、航空機騒音等、基地に起因する諸問題の解決

に向け、国や米軍に対し粘り強く要請を行ってま

いる所存でございます。

皆様の御健勝と御活躍を祈念申し上げ、新年の挨

拶とさせていただきます。

平成３０年１月

福生市長 加 藤 育 男


